









Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
東洋大学 PPP 研究センター紀要 No.1 2011 





東洋大学 PPP研究センター リサーチパートナー 
 
第 1章 はじめに 
第 2章 高浜市の事例 「民間提案型業務改善制度」 
第 3章 我孫子市の事例 「提案型公共サービス民営化制度」 
第 4章 宗像市の事例 「市民サービス協働化提案制度」 
第 5章 杉並区の事例 「杉並行政サービス民間事業化提案制度」 
第 6章 藤沢市の事例 「藤沢市公民連携事業化提案制度」 
第 7章 成果と課題 
 
第 1章 はじめに 
















- 53 - 

















2 民間提案に基づく PPP事業手法の類型化 
 幅広い公民連携の事業手法の中で、民間提案に基づく方法は 3つに分類される。 
(1) PFI法 2







 2006 年に制定された市場化テスト法に基づく、民間提案の制度がある。同法第 7条（公
に基づく民間提案制度 
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第 2章 高浜市の事例 「民間提案型業務改善制度」 
1 目的・背景 
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2006 年から 2010 年までの応募および採択の状況は、以下の通りである。初年度にあ







                                                   
5 2010年 11月 20日 筆者による電話ヒアリング 
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表 2-2 民間提案の応募数と採択数の推移（2006年～2010年） 
年度 分野 応募 採択 採択率
２００６年度 ①委託化・民営化に対する提案 11 6 54.5%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 9 5 55.6%
③公共サービスニーズに対する提案 9 4 44.4%
合計 29 15 51.7%
２００７年度 ①委託化・民営化に対する提案 4 1 25.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 8 1 12.5%
③公共サービスニーズに対する提案 6 4 66.7%
合計 18 6 33.3%
２００８年度 ①委託化・民営化に対する提案 2 0 0.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 3 1 33.3%
③公共サービスニーズに対する提案 1 1 100.0%
④事務事業の「棚卸し」に対する提案 0 0 0.0%
合計 6 2 33.3%
２００９年度 ①委託化・民営化に対する提案 1 1 100.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 2 1 50.0%
③公共サービスニーズに対する提案 1 0 0.0%
④事務事業の「棚卸し」に対する提案 0 0 0.0%
合計 4 2 50.0%
２０１０年度 ①委託化・民営化に対する提案 0 0 0.0%
②既存業務（委託内容・仕様）の効率化に対する提案 0 0 0.0%
③公共サービスニーズに対する提案 0 0 0.0%
合計 0 0 0.0%
２００６－１０年度 総合計 57 25 43.9%  
出所 ：高浜市ウェッブサイト 
http://www.city.takahama.lg.jp/grpbetu/seisaku/shigoto/minkanteiangata-gyoumukaiz
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6 東洋大学大学院経済学研究科 前掲書 p.73-81. 
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7 同書 p.74. 
8 佐野修久編著 『公共サービス改革』 （ぎょうせい、2009年） pp.125-130. 
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2006 年 3月から第一次募集、2007 年 4月から第二次募集が、2010 年 6月から第三次
募集が実施され、およそ 1,100あまりの事務事業に対して、総務、研修、広報、イベン
ト、施設の維持管理等を中心に、合計 98件の提案があり、途中の取り下げが 19件、採
択が 43 件（うち条件付採用が 34件）、不採用が 36件で、採択率は 43.9%となっている。
随意契約となったものとしては、助産師による妊婦対象教室の開催、市民カレッジにお
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第 4章 宗像市の事例 「市民サービス協働化提案制度」 
1 目的・背景 
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2007 年からスタートした協働化提案制度によって、これまで 20 事業が採択・実施さ
れている。2007 年度は、市民アンケートの集計や広報紙の翻訳作業、PR 冊子の作成事



























- 65 - 































                                                   
10 佐野(2009) p.131-132 
。 
11 杉並区政策経営部企画課 「平成 21年度『杉並行政サービス民間事業化提案制度』公募要項」（杉
並区、2009年 7月） p.1. 
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表 5-1 2009年度の事業スケジュール 
 


















                                                   
12 筆者によるヒアリング調査 2009年 11月 11日に実施。企画課の担当者（2名）にインタビュー調査
を行った。 
13 筆者ヒアリング（2009年 7月実施）より。 
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2006 年度から 2008年度までの提案数と採択状況を一覧にしたものが下表である。 
 
表 5-2 杉並区「杉並行政サービス民間事業化提案制度」の選考結果(2006-2008年度) 
 








ったケースは 1件もなく、プロポーザルによる選定が 4件、競争入札による選定が 1件
となっている。その事業内容は、奨学資金の未返還者に対する督促等を行う事業や多様
な教育施策について学校を拠点として地域で実施する事業、特定エリアにおける公園ト
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第 6章 藤沢市の事例 「藤沢市公民連携事業化提案制度」 
1 目的・背景 
神奈川県藤沢市は、人口 410,341人（2010年 9月 1日現在）で、積極的な改革を進め
る海老根靖典市長の下、日本で初めてとなる「藤沢市公民連携事業化提案制度」を 2010
年からスタートした。2009 年 11 月に発表された「藤沢市公民連携あり方検討委員会提







16 筆者によるフィールド（ヒアリング）調査（2009年 11月 11日実施）に基づく。 
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現在実施されている事業としては、約 800事業（内部管理 150、市民自治 40、福祉・
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表 6-1 事業スケジュール 
出所 ： 藤沢市「平成 22年度藤沢市公民連携事業化提案制度募集要項（一般
事業提案）」2010年 6月 p.2 
 
図 6-1 審査フロー図 
 












42件、アイデアのみの提案 2件）で、その内採択は 15件、複合採択 1件、条件付 7件、









表 6-3 インセンティブの付与条件 
 件 数 インセンティブ平均値 
採択 14件 ＊1) 4.4％ ＊2) 
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